
令和5年度に臨時交付金を活用して実施した事業の成果及び実績を公表いたします。

連
番

区
分

年度 事業名称 事業内容 事業費
臨時交
付金充
当額

成果・実績 実施計画における成果目標 目標達成状況 目標達成状況に対する評価・課題 担当部署

1 (2) R5

こどもまんなか
家計応援給付
金事業

長期化するコロナ禍の影響及び食費
などの物価高騰に直面する子育て世
帯の家計を応援するため、中学生以
下の子ども一人につき15,000円を、高
校生の子ども一人につき30,000円を支
給する。

86,737 86,734
新型コロナウイルス感染症及び物価高騰の
影響を長期に渡って受けている子育て世帯
に対し生活支援が図られた。

対象者全員に給付。
※受給意思がない対象者を
除く。

左記のとおり達成。
対象となる子育て世帯に対し、所得制限なく
給付金を支給し、生活支援が行えた。

市民保険
課
0887-57-
8506

2 (1) R5

低所得世帯価
格高騰支援給
付金事業

物価高騰の影響が大きい低所得世帯
（住民税非課税世帯及び住民税均等
割のみ課税世帯）への負担を軽減する
ための支援として給付を行う。

386,099 384,600

低所得世帯に対し給付を行うことで、物価高
騰による家計負担の軽減を図った。
・給付件数(3万円):住民税非課税世帯4,482
件、住民税均等割のみ世帯879件
・給付件数(7万円):住民税非課税世帯3,149
件

(1)非課税世帯・均等割のみ
課税世帯3万円給付：
物価高騰による影響を特に
強く受けた低所得世帯負担
軽減支援のため、対象者に
対して90%以上の支給を目指
す。
(2)非課税世帯7万円給付：
対象世帯に対して令和6年3
月までに支給を開始する。

(1)非課税世帯・均等割のみ
課税世帯3万円給付
・対象世帯数　　5,598世帯
・支給世帯数　　5,361世帯
・支給率　　　　  95.7%
(2)非課税世帯7万円給付
令和６年３月19日支給開始。

未申請世帯に対する申請期限月前の再通知
や書類不備のあった世帯への電話連絡によ
る書類の提出を促したことにより、目標を上回
る支給率となった。
課題としては、提出書類の作成に手間がかか
るという声もあったことから、マイナンバーの
公金受取口座を活用したプッシュ型給付を目
指したい。

福祉事務
所
0887-57-
8509

3 (6) R5
原油価格等高
騰対策給付金

原油価格や電気・ガス料金の高騰の
影響を受ける市内中小企業者等に対
して、その影響を緩和し、コロナ禍から
の経済回復の重荷となる事態を防ぐと
ともに、継続的な事業活動の下支えを
図る。（給付金：法人 10万円　個人 5
万円）

21,300 21,300

原油価格や電気・ガス料金の高騰により、事
業活動に影響を受けた市内事業者に対し、
事業の継続等に繋がる支援ができた。
・給付件数：294件（個人162件　法人132件）

支給件数350件以上に給付。 支給件数294件。

新型コロナウイルスの影響で休業していた先
も多く、目標の申請件数には及ばなかった。
しかし、広報・HPでの周知の効果もあり、市内
事業者の事業活動の負担軽減に一定寄与
することができ、継続的な事業活動の下支え
を図ることができた。
課題としては、周知方法の強化と休業中の事
業者にも対応できるような枠組みを検討する
必要がある。

商工観光
課
0887-50-
3013

4 (4) R5

介護サービス事
業所物価高騰
緊急対策給付
金

原油価格や電気・ガス料金の高騰の
影響を受けている市内介護事業所に
対して、その影響を緩和し、事業の継
続を支援するため給付金を支給する。
給付金額：10万円、15万円（事業の種
別毎）

3,150 3,150

対象33事業所のうち「原油価格等高騰対策
給付金」に申請した6事業所を除いた27事業
所に対して給付を行った結果、全対象事業
所に給付する事ができた。

対象事業所のうち23事業所
以上に給付する。ただし、「原
油価格等高騰対策給付金」と
の併給を避ける。

対象33事業所のうち「原油価
格等高騰対策給付金」に申
請した6事業所を除いた27事
業所に対して給付を行った。

給付事業の周知をおこなうことで、全対象事
業所から申請があった。今後は物価がどのよ
うに推移するかを注視し、状況によっては緊
急に追加の給付を検討する必要がある。

高齢者介
護課
0887-57-
8510

5 (5) R5

燃油等高騰緊
急対策事業費
補助金

燃油価格等の高騰により厳しい経営状
況にある漁業者及び養殖業者の経営
の安定を図るため、漁業者及び養殖
業者を対象に燃油や養殖用配合飼料
の購入に対して支援を行う。（補助対
象期間：令和5年7月～12月分）

3,022 3,022

燃油等の高騰により厳しい経営状況にある
漁業者及び養殖業者の経営の安定を図るた
め、補助事業者が行う燃油等の購入に対す
る負担を軽減することができた。
漁業者及び養殖業者
燃油：4件、飼料：1件

セーフティネット加入者の5件
に補助。

セーフティネット加入者合計5
件（燃油4件、飼料1件）に補
助。

対象者に対して支援を行うことができた。
課題としては、セーフティネットにまだ加入し
ていない漁業者が多いため、セーフティネット
未加入者に対して、周知及び加入を促進す
る働きをしていく。

農林水産
課
0887-50-
3015

香南市　地方創生臨時交付金主要事業

香南市では、コロナ禍における原油価格・物価高騰対策、物価高により厳しい状況にある生活者・事業者支援を目的に、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金及び物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（以下「臨
時交付金」という。）等の財源を活用し、事業に取り組んで来ました。

（単位：千円）
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6 (5) R5

施設園芸燃油
価格高騰緊急
対策事業費補
助金

国の施設園芸燃油価格高騰対策事業
に応じ、燃油価格の急激な高騰による
農業経営への負担を軽減するため、
燃油の購入に対して支援を行う。（補
償対象期間：令和5年11月～令和6年1
月分）

7,172 7,172
事業活用により、燃料価格高騰による農家負
担の軽減を図ることができた。
（現年）184経営体

セーフティネット加入者の193
件に補助。

補助件数１事業者184件

対象者に対して支援を行うことができた。
課題としては、セーフティネットにまだ加入し
ていない市内施設園芸農家がいるため、
セーフティネット未加入者に対して、周知及
び加入を促進する働きをしていく。

農林水産
課
0887-50-
3015

7 (5) R5

肥料価格高騰
対策事業費補
助金

肥料価格の高騰により厳しい経営状況
にある農業者の経営の安定を図るた
め、肥料の購入に対して支援を行う。
（補助対象期間：令和5年6月～10月
分）

3,529 3,529
肥料価格高騰により影響を受けている農業
者の負担軽減を図ることができた。
（現年）申請件数11件（農業者数336件）

高知県農業協同組合及び県
内肥料販売業者11件に補
助。

補助件数11件

対象者に対して支援を行うことができた。現
状の肥料価格としてはピーク時からは落ち着
いているが、農業者の経営は依然として厳し
い状況にあるため、今後も様々な支援の形を
模索していく必要がある。

農林水産
課
0887-50-
3015

8 (5) R5

飼料価格高騰
緊急対策事業
費補助金

飼料価格の高騰により厳しい経営状況
にある酪農家の経営の安定を図るた
め、飼料の購入に対して支援を行う。

2,883 2,883
事業活用により、畜産事業者の負担を軽減
できた。

市内の畜産事業者2件に補
助。

2件に対し、年間(R5.4月～
R6.3月)を通して、補助を行う
ことができた。

畜産事業者に対して、支援を行うことができ
た。
課題としては、飼料の高騰に変動があるた
め、適正な単価で支援を行っていく必要があ
る。また、飼料のみならず電気・資材代など高
騰しており、支援が十分でないという意見もあ
るため、今後の事業実施の際に再検討する
必要がある。

農林水産
課
0887-50-
3015

9 (5) R5

農業用資材高
騰緊急対策給
付金

価格高騰の影響を受けている農業者
の経営の安定を図るため、農業用資材
購入経費に対して支援を行う。
給付金：法人 10万円　個人 5万円

21,900 21,900

法人：10件（1,000千円）、個人：418件
（20,900千円）に対する給付を行い、農業用
資材等の高騰の影響を受ける農業者の負担
軽減を図ることができた。

市内農業者753件に支給。

市内農業者428件（うち法人
10件）に支給。成果目標に対
し56.8％の達成状況であっ
た。

農業用資材の高騰は、農業者全般に影響が
出ており、それに対して幅広く支援ができた。
しかし、対象者が多いため周知の難しさや、
手間を考えて申請に至らないケースも発生す
るなどの課題も見えた。

農林水産
課
0887-50-
3015

10 (3) R5

物部川エリア周
遊観光促進事
業費補助金

物部川地域での周遊・滞在型観光を
推進し、観光消費額の拡大を図ること
を目的に、物部川DMO協議会が地域
観光クーポン券の付与等を行う取組に
要する経費に対し、補助する。

4,308 4,308

宿泊予約数は昨年を上回っていたが、コロナ
やインフルエンザ流行の影響により、目標値
には届かなかった。しかし、クーポンを目当て
に物部川エリアへの宿泊や旅行を選んだ観
光客も見られ、閑散期対策の１手段として、
周遊促進、参画施設の周知効果は図られ
た。

・宿泊者数前年同期比
140％。
・観光消費額１名あたり1,050
円増。

・宿泊者数前年同期比
92.1％。
・観光消費額１名あたり603円
増。

コロナやインフルエンザ流行の影響により、
目標値には届かなかったが、クーポンを目当
てに物部川エリアへの宿泊や旅行を選んだ
観光客も見られ、閑散期対策の１手段とし
て、周遊促進、参画施設の周知効果は図ら
れた。
課題としては、誘客プロモーションを効果的
に行うための環境整備（デジタル化等）が必
要である。

商工観光
課
0887-50-
3013

11 (2) R5

ひとり親家庭子
育て支援給付
金事業

エネルギーや食費等、長引く物価高騰
の影響を大きく受けている低所得のひ
とり親家庭に対し、子育てにかかる負
担を軽減するため、給付金を支給する
ことにより、生活の支援を行う。（令和6
年2月分の児童扶養手当支給対象
者、児童一人当たり5万円）

21,384 13,146
長引く食費等の物価高騰の影響を受けてい
る子育て世帯で低所得のひとり親世帯に対し
生活支援が図られた。

対象者全員に給付。
※受給意思がない対象者を
除く

左記のとおり達成。
子育て世帯で低所得のひとり親世帯に対し
子育てにかかる負担の軽減が行えた。

市民保険
課
0887-57-
8506
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12 (7) R5
水道料金減免
事業

物価高騰の影響を受けている一般家
庭及び事業所の負担軽減を目的とし、
水道事業会計が実施する水道基本料
金等の減免措置について、減免額及
び料金システム改修に係る経費を水道
事業会計へ補助する。

31,828 20,763

香南市の上水道を使用しているすべての家
庭・事業所（官公庁を除く）に対し水道基本
料金等の減免措置を行い、その経費につい
て水道事業会計へ補助金を支出した。
・減免期間：令和6年2月から令和6年3月まで
の2ヵ月間
・減免額：31,061千円
・システム改修費：767千円

減免対象者数の100％を減
免する。

左記のとおり達成。

一般家庭及び事業所の水道基本料金等を
一定期間減免したことにより、コロナ禍におけ
る経済的負担及び原油物価高騰の影響を受
け増加する固定費負担の軽減に寄与でき
た。

上下水道
課
0887-57-
8512

13 (5) R5

施設園芸液化
石油ガス高騰緊
急対策事業費
補助金

施設園芸においてエネルギー価格が
高騰している状況の中、施設園芸の経
営継続を図るため、営農に係る液化石
油ガスの費用を支援し，エネルギー価
格急騰による農家負担の軽減を図る。
（補償対象期間：令和5年11月～令和6
年1月分）

176 114
事業活用により、燃料価格高騰による農家負
担の軽減を図ることができた。
【実績】1事業者（5件）

セーフティネット加入者の5件
に補助。

補助件数１事業者（5件）

対象者に対して支援を行うことができた。
課題としては、セーフティネットにまだ加入し
ていない市内施設園芸農家がいるため、
セーフティネット未加入者に対して、周知及
び加入を促進する働きをしていく。

農林水産
課
0887-50-
3015

14 (5) R5

農業共済収入
保険助成事業
費補助金

新型コロナウイルス感染症の影響に伴
い、農産物の売り上げが減少し、今後
も影響の長期化が危惧されていること
等を踏まえ、引き続き安定的に農業経
営が行われるよう、収入保険への加入
促進及び保険料の負担軽減を図るた
め、保険料の一部を助成する。

10,327 3,223

対象農業者154件に対し、収入保険の掛金
の加入者負担の軽減を図り、安定的な農業
経営に向けた収入保険への加入促進につな
がった。

収入保険加入者133名以上
に補助。

成果目標133件に対し対象農
業者154件（116％）となり目標
を達成することができた。

情勢の変化や異常気象により農作物の価格
が安定しない中で、加入者の掛金の負担軽
減を図ることができ、収入保険への加入促進
にもつながっていると思われる。今後は交付
金の活用状況も踏まえ農済東部支所管内の
市町村と連携、協議を進めながらの対応が必
要となってくる。

農林水産
課
0887-50-
3015

603,815 575,844

16 (2)
R4→R5
繰越

こどもまんなか
応援給付金事
業

新型コロナウイルス感染症による影響
が長期化する中で、食費等の物価高
騰等に直面する子育て世帯に対し、児
童一人当たり1万円を給付し生活の支
援を行う。

252 252
新型コロナウイルス感染症及び物価高騰の
影響を長期に渡って受けている子育て世帯
に対し生活支援が図られた。

対象者全員に給付。
※受給意思がない対象者を
除く。

左記のとおり達成。（給付人
数25人）

対象となる子育て世帯に対し、所得制限なく
給付金を支給し、生活支援が行えた。

市民保険
課
0887-57-
8506

17 (5)
R4→R5
繰越

施設園芸燃油
価格高騰緊急
対策事業費補
助金

国の施設園芸燃油価格高騰対策事業
に応じ、燃油価格の急激な高騰による
農業経営への負担を軽減するため、
燃油の購入に対して支援を行う。（補
償対象期間：令和5年2月～4月分）

2,778 2,778
事業活用により、燃料価格高騰による農家負
担の軽減を図ることができた。
（繰越）193経営体

対象者全員に給付。
※受給意思がない対象者を
除く。

左記のとおり達成。

対象者に対して支援を行うことができた。
課題としては、セーフティネットにまだ加入し
ていない市内施設園芸農家をがいるため、
セーフティネット未加入者に対して、周知及
び加入を促進する働きをしていく。

農林水産
課
0887-50-
3015

18 (5)
R4→R5
繰越

施設園芸液化
石油ガス高騰緊
急対策事業費
補助金

施設園芸においてエネルギー価格が
高騰している状況の中、施設園芸の経
営継続を図るため、営農に係る液化石
油ガスの費用を支援し，エネルギー価
格急騰による農家負担の軽減を図る。
（補償対象期間：令和5年1月～4月）

133 133
事業活用により、燃料価格高騰による農家負
担の軽減を図ることができた。
(繰越)1事業者（6件）

対象者全員に給付。
※受給意思がない対象者を
除く。

左記のとおり達成。

対象者に対して支援を行うことができた。
課題としては、セーフティネットにまだ加入し
ていない市内施設園芸農家をがいるため、
セーフティネット未加入者に対して、周知及
び加入を促進する働きをしていく。

農林水産
課
0887-50-
3015

　①令和5年度事業　計



連
番

区
分

年度 事業名称 事業内容 事業費
臨時交
付金充
当額

成果・実績 実施計画における成果目標 目標達成状況 目標達成状況に対する評価・課題 担当部署

19 (5)
R4→R5
繰越

肥料価格高騰
対策事業費補
助金

肥料価格の高騰により厳しい経営状況
にある農業者の経営の安定を図るた
め、肥料の購入に対して支援を行う。
（補助対象期間：令和4年11月～令和5
年5月分）

3,349 3,349
肥料価格高騰により影響を受けている農業
者の負担軽減を図ることができた。
（繰越）申請件数11件（農業者数434件）

国事業対象（2年間で化学肥
料の使用量の2割低減に向
けた取り組みを実施）となる対
象者全員に補助。
※受給意思がない対象者を
除く。

左記のとおり達成。香南市内
の農業者が購入する県内１１
業者に対し補助。

対象者に対して支援を行うことができた。現
状の肥料価格としてはピーク時からは落ち着
いているが、農業者の経営は依然として厳し
い状況にあるため、今後も様々な支援の形を
模索していく必要がある。

農林水産
課
0887-50-
3015

20 (5)
R4→R5
繰越

燃油等高騰緊
急対策事業費
補助金

燃油価格等の高騰により厳しい経営状
況にある漁業者及び養殖業者の経営
の安定を図るため、漁業者及び養殖
業者を対象に燃油や養殖用配合飼料
の購入に対して支援を行う。（補助対
象期間：令和5年1月～3月分）

518 518

燃油等の高騰により厳しい経営状況にある
漁業者及び養殖業者の経営の安定を図るた
め、補助事業者が行う燃油等の購入に対す
る負担を軽減することができた。
漁業者及び養殖業者
燃油、飼料：1件

対象となるセーフティーネット
構築事業への加入者全員に
補助。
※受給意思がない対象者を
除く。

左記のとおり達成。（繰越分：
補助件数1件）

対象者に対して支援を行うことができた。
課題としては、セーフティネットにまだ加入し
ていない漁業者が多いため、セーフティネット
未加入者に対して、周知及び加入を促進す
る働きをしていく。

農林水産
課
0887-50-
3015

7,030 7,030

610,845 582,874

※他、令和5年度臨時交付金交付額のうち、1,929千円は令和4年度実施の過年度事業に対する交付。

②令和4年度→令和5年度繰越事業　計

①＋②　合計


